
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 907 情報化教育推進事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 10 教育費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

31 個性を伸ばし、夢を追い求められる教育を進める
項 01 教育総務費

情報機器整備校数 校
目標 ― 目標 38

37 37
目 03 義務教育振興費 実績 38 実績 38

施　策 2 国際化や情報化等の時代に合った教育の推進
細目 108 情報化教育推進経費

パソコン整備台数 台
目標 ― 目標 200

40 120
細々目 01 情報化教育推進経費 実績 80 実績 176

基本計画該当頁 126 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード ４５０３００ 評価者

氏　名
加納圭子 連絡先

22 - 9677 実績 実績

名称 教育部学校教育課 (内線) 3821

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

市内小中学校の児童生徒 各小中学校のインターネット活用環境が整備されることで、子ども
たちへの情報教育が充実し、子どもたちの情報活用能力が向上す
る。

教育用情報機器を活用した授業
実施回数

コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を子供たちが積極的
に活用できるようになるために中学校技術家庭科以外の教科においてパ
ソコンを活用した授業の回数を指標とした。

回
目標 616 目標 620

620 620
実績 550 実績 570
目標 目標

実績 実績

（※対象件数 児童生徒７８６８人 ）
根拠法令・要綱等

開始年度 平成 16 年度
関連事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 年度
伊賀市学校教育ネットワークシステムの維持管理業務委託を
行い、システム保守を行った。また、市内５中学校のインター
ネット回線を光ケーブルに改修する工事を行った。 状

況
変
化
等

各校の情報教育環境の安定を図ることができた。また、５
中学校のインターネット回線を光化することにより、市内全
中学校が光ケーブルとなり、各校のインターネット環境の
均一化を図ることができ、インターネットを活用した授業が
増加した。

評価項目

必要性

ポイント

4
情報化社会に対応するため、教育現場においてもインターネットを活用する環境を整備する必要がある。

評価項目についてのコメント

有効性 3
伊賀市学校教育ネットワークを整備することにより、教育用コンピュータや校内ＬＡＮ等の学校におけるＩＴ環境を整備するこ
とができた。

達成度 3
平成18年度は、４小学校と２中学校において、教育用情報機器の整備を行い、ほぼ計画通り達成できた。

効率性 3
従来、各学校に設置してあったネットワークサーバーを、教育用情報機器の再整備を行った学校においては、センター
サーバーへの移行を行うため、サーバーの故障は減少するが、サーバーの預り料等のシステム保守料が増加する。ま
た、再整備を行った学校は、保守対象の情報機器の台数が増えるため、システム保守料が増加する。

整

1

備内容

建設用地

運営体制

1

　委託先

運営主体

2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人 総合評価

A

事業の方向性

現状維持

改善についての取り組み

ＩＴを活用した授業を増やすとともに、授業に活用できるコンテンツの整備や、授業を行う教職員のITスキルの
向上が必要である。合併後、システム構築はほぼ終了したので、各校の整備計画を作成し効率化を図る。

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算
金  額

内容 平成１８
事 業 内 容

年度
数量
 決算内容

金  額
平成１９

事 業 内 容
年度
数量

 計画内容
金  額

平成２０
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２１
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

平成２２
事 業 内 容

年度
数量

 計画内容
金  額

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
システム保守委託料 3 19,368 システム保守委託料 1 7,376 システム保守委託料 1 8,240 システム保守委託料 1 8,700 システム保守委託料 1 9,100 システム保守委託料 1 9,500
回線使用料 1 1,831 回線使用料 1 2,918 回線使用料 1 2,919 回線使用料 1 3,050 回線使用料 1 3,050 回線使用料 1 3,050

工事
備品購入費 1 4,618 通信線工事費 1 1,344 通信運搬費 1 126
通信運搬費 1 128 通信運搬費 1 126

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 25,945 事業費計(A) 　 Σ 11,764 事業費計(A) 　 Σ 11,285 事業費計(A) 　 Σ 11,750 事業費計(A) 　 Σ 12,150 事業費計(A) 　 Σ 12,550

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,152 人件費（Ｂ） 0.1 人 1,008 人件費（Ｂ） 0.1 人 1,008 人件費（Ｂ） 0.1 人 1,008 人件費（Ｂ） 0.1 人 1,008 人件費（Ｂ） 0.1 人 1,008

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 27,097 12,772 12,293 12,758 13,158 13,558

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 25,945 11,764 11,285 11,750 12,150 12,550

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 25,945 11,764 11,285 11,750 12,150 12,550
計 25,945 11,764 11,285 11,750 12,150 12,550

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


	情報化教育

